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諸外国におけるインターネット等を活用した直接民主制的な取組

1 国民投票制度など法定されている直接民主制の制度におけるインターネットの活用例

(1)エス トニア

同国の国民投票法は、国民投票において、投票者が国会議員選挙
1と 同じシステムを使用

して電子的な手段を用いた投票を行 うことができることを規定している (第 41条の 2及

び第 41条の 3)。 これらの規定は 2012年 11月 に施行されたが、エス トニアの国民投票は

2003年以来行われていないため、これらの規定に基づいてインターネット投票が行われた

国民投票の実例はまだない。

(2)スイス

スイス国民の参政権について規定する「政治的権利に関する 1976年 12月 17日 の連邦

法律」第 8a条は、連邦政府が州に対して電子投票の限定的・試験的な実施を許可できるこ

とを定めている。

この規定に基づき、スイスでは国民投票における電子投票が試験的に実施されており、

2019年 2月 10日 に行われた国民投票では、全 26州のうち 10州で電子投票が実施され、

約 23万人の有権者 (国内約 12万人、国外約 11万人)が電子投票を行 うことを認められた

2

2013年に出された連邦政府の報告書では、段階的に全有権者に拡大していくことが提案

された3。 2017年には電子投票を通常の投票方法に追加することを見据えた法改正が連邦

政府により提案されたが、システムの技術的欠陥が見つかったことや、多くの政党が導入

に難色を示したため、2019年 6月 、連邦政府は法改正を当面見合わせることを発表した4。
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|エストニアでは、間接民主制の枠組みにおいても、公職の選挙における投票手段の一つとしてインターネット投票が採用

されている。2015年の国会議員選挙では、投票者のうち305%がインターネットにより投票した。佐藤令「障害者や高齢

者の参政権の保障―移動が困難な選挙人の投票権の確保を中心に一」国立国会図書館調査及び立法考査局編『ダイバーシ

ティ (多様性)社会の構築 :総合調査報告書』 (調査資料 節
`3)国

立国会図書館,"lZ p,991∞ .
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(3)オース トリア

オーストリアには、一定数の国民の署名に基づき、国の立法機関又は執行機関の所管事

項について、議会の専門の委員会での審議を求め、立法の要求を行 う、議会市民発案

(pdancnttische BurgeH丘 |“vc)と いう制度がある5。 議会市民発案によって提起された提

案に対し、16歳以上のオーストリア国民は、連邦議会ウェブサイ ト上で「同意」ボタンの)

を押して意見を表明することができる6。

同様の制度として、政府の作成した法律案に対して「同意」ボタンを押して意見を表明

する制度 (「拡大された鑑定手続 (EmcLrtes Betttach血 3ve」狙ren)」 )がある。この制度

は、2017年の国民議会 (下院)の決議に基づいて設けられた7。 16歳以上のオーストリア

国民は、連邦議会のサイトにおいて、「同意」ボタンを押すだけではなく、具体的な意見を

記述することもできるようになっている8。

2 政党内における直接民主制的な取組

間接民主制については、有権者の意思が数年に 1回の選挙で示されるのみで政治に反映

されづらいという欠点がしばしば指摘されている。この欠点を補うものとして、選挙の時

に限らず、インターネット上で党員等が意思決定に参加することを通じて有権者の意思を

政策に反映させようとする政党がある。

ドイツの「海賊党」は、州議会に議席を得たこともあるが、現在は欧州議会に 1議席を

有しているL党内の意思決定に党員がインターネットで参加する「液体民主主義」を採用

していたが、現在ではその活用を取りやめている。10

5中井亜弓「オース トリアにおける国民投票制度」『 レファレンス』2016■ 1,p,8.
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1。 「選挙対策しか考えない政治家を排除したい ,― ドイツ「海賊党」が目指す `究極の透明政治''一」『クーリエジャポン』
2012■ 1,pp.4449;浜 本隆志「第4章  ドイツ海賊党の主張」『海賊党の思想―フリーダウンロードと液体民主主義
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水礼 2013,".0‐74:Ro N紬 lyama「インターネットで政治は変わる。海賊党・欧州議会議員と考える「液体民主主義」
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は、この他にもドイツやアイスランド

の海賊党についての記述が掲載されている。
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アイスランドの 「海賊党」は、議会 (一院制、定数 63)で 6議席を有しているH。 同党

で一定の支持を得た政策について、オンライン上の政策策定会議において党員が議論し、

オンラインの投票で過半数を得た政策が同党の政策になる。政策だけでなく同党の公式的

な決定も同様のプロセスを経て行われる。
12

イタリアの 「五つ星運動」は、下院 (定数 630)で 216議席を有し、今年 9月 に発足し

た第 2次コンテ連立政権の与党第 1党である13。 同党の「ルソーシステム」というインタ

ーネットシステムに市民が参加 し、議員や専門家と議論 しながら、選挙での候補者や政策

を決めている。
14

担当 :憲法課 山岡規雄

政治議会課 佐藤令
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